
No. 区分 所管 事業名称 事業内容 事業期間 事業費（円） 交付金充当額（円） 効果検証

1 重点交付金 経済課

家計支援臨時給付金

（住民税非課税世帯・住民税均等割世帯、家計急変

世帯への支援）

コロナ禍における物価高騰の負担感が大きい住民税非課税世帯、住

民税均等割のみ課税世帯（被扶養者のみからなる世帯）、家計急変

世帯に対して、現金を給付することにより支援した。

R5.5～R6.2 818,573,672 818,573,672

住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯（被扶養者のみか

らなる世帯）、家計急変世帯25,259世帯に現金給付を実施するこ

とにより、エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担を軽

減する。

●支給率　100.0%（補助件数25,259件／想定件数25,259件）

2 重点交付金 危機管理課 防犯カメラ電気代補助

コロナ禍における光熱費の高騰を踏まえ、安全・安心まちづくり推

進地区の指定を受けた地域活動団体が設置する防犯カメラの電気料

金を補助することにより、設置者の負担の軽減を図った。

R5.4～R6.3 817,006 408,503

42町会の補助を行うことで、区内中小企業を支援することができ

た。

●支給率　100.0%（補助件数42／想定件数42件）

3 重点交付金 区民課 山村体験宿泊施設燃料補助
コロナ禍において原油価格高騰等の影響を受ける山村体験宿泊施設

の運営経費の一部を補助した。
R5.4～R6.3 1,620,193 810,096

コロナ禍において原油価格高騰等の影響を受ける山村体験宿泊施

設の運営経費の一部、1,620,193千円を補助することで、施設の負

担軽減を図った。

●支給率　100.0%（実績額1,620,193千円／想定額1,620,193千

円）

4 重点交付金 経済課
キャッシュレス決済ポイント還元事業（第２弾上半

期）

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰対策とし

て、文京区商店街連合会がキャッシュレス決済事業者と連携して実

施するキャッシュレス決済ポイント還元事業に対し補助金を交付す

ることにより、消費者の負担を軽減した。

R5.4～R6.3 232,086,991 200,462,000

232,087千円分ポイントを付与することにより、エネルギー・食料

品価格等の物価高騰による消費者の負担を軽減することができ

た。

●達成率　100.0%（実績額232,087千円／想定額232,087千円）

5 重点交付金 経済課 商店街装飾灯等電力費補助

コロナ禍における原油価格・物価高騰を踏まえ、区内商店会が維

持・管理する装飾灯等の電力費を補助することにより、区内商店会

の負担を軽減する。

R5.4～R6.2 3,938,374 1,969,187

33件の補助を行うことで、区内商店街の負担を軽減することがで

きた。

●支給率　100.0%（補助件数33件／想定件数33件）

6 重点交付金 障害福祉課 障害福祉サービス等事業者物価高騰対応事業

コロナ禍における原油価格・物価高騰に伴い、光熱費や食材費等に

おいて大きな負担を強いられている区内障害福祉サービス等事業者

に対して補助することにより、安定した事業継続の支援を行った。

R5.4～R6.1 23,064,000 11,532,000

64件の補助を行うことで、障害福祉サービス等事業者の安定した

事業継続を支援することができた。

●達成率　100.0%（派遣件数64件／想定件数64件）

7 重点交付金 介護保険課 介護保険サービス事業者物価高騰対応事業

コロナ禍における原油価格・物価高騰に伴い、光熱費や食材費等に

おいて大きな負担を強いられている区内介護事業者に対して補助す

ることにより、安定した事業継続の支援を行った。

R5.4～R6.3 154,954,000 77,477,000

81件の補助を行うことで、区内介護事業者の安定した事業継続を

支援することができた。

●達成率　100.0%（実績額81件／想定額81件）

8 重点交付金 子育て支援課 子育て支援施設物価高騰対応事業

コロナ禍における光熱費の高騰を踏まえ、子育て支援施設運営事業

者に対して価格高騰分を補助することにより、安定的な事業継続を

支援した。

R5.4～R6.3 212,232 106,116

7件の補助を行うことで、子育て支援施設運営事業者の安定した事

業継続を支援することができた。

●達成率　100.0%（購入件数200張／目標件数200張）
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9 重点交付金 幼児保育課 保育園食糧費高騰対応

コロナ禍における給食提供に係る食材費の高騰を踏まえ、区立認可

保育園における食材費の予算に価格高騰分を増額することにより、

区立認可保育所の利用者に対し安心・安全で栄養価の確保された給

食を引き続き提供した。

R5.4～R6.3 1,342,817 671,408

17件の補助を行うことで、区立認可保育所の利用者に対し安心・

安全で栄養価の確保された給食を引き続き提供した。

●対応率　100.0%（補助件数17件／必要件数17件）

10 重点交付金 幼児保育課 保育施設等給食費物価高騰対応事業

コロナ禍における給食提供に係る食材費の高騰を踏まえ、私立認可

保育園等の運営事業者に対して価格高騰分を補助することにより、

私立認可保育所等の利用者に対し安心・安全で栄養価の確保された

給食を引き続き提供した。

R5.4～R6.3 11,955,570 5,939,347

145件の補助を行うことで、私立認可保育園等の利用者に対し安

心・安全で栄養価の確保された給食を引き続き提供した。

●対応率　100.0%（補助件数145件／必要件数145件）

11 重点交付金 幼児保育課 保育施設等光熱水費高騰対応事業

コロナ禍における光熱費の高騰を踏まえ、私立認可保育園等の運営

事業者に対して価格高騰分を補助することにより、安定的な事業継

続を支援した。

R5.4～R6.3 66,491,608 13,978,215

145件の補助を行うことで、私立認可保育園等の利用者に対し安

心・安全で栄養価の確保された給食を引き続き提供した。

●対応率　100.0%（補助件数145件／必要件数145件）

12 重点交付金 生活衛生課 医療機関物価高騰対応事業

コロナ禍におけるエネルギー・物価高騰を踏まえ、医療機関等の経

済的負担を軽減するため、医療機関等の物価高騰に係る経費を補助

することにより、医療機関の安定的な事業継続を支援した。

R5.9～R6.2 70,300,000 35,150,000

688件の補助を行うことで、医療機関の安定的な事業継続を支援

することができた

●対応率　100.0%（実施件数688件／必要件数688件）

13 重点交付金 生活衛生課 公衆浴場燃料費補助

コロナ禍における原油価格・物価高騰に伴い、都市ガスの料金が高

騰していることにより、大きな負担を強いられている区内公衆浴場

運営事業者に対して補助することにより、安定した経営継続の支援

を行った。

R5.4～R5.11 2,880,000 1,440,000

5件の補助を行うことで、区内公衆浴場運営事業者の安定した経営

継続を支援することができた。

●対応率　100.0％（実施件数5件／必要件数5件）

14 重点交付金 環境政策課 既存住宅断熱窓補助

コロナ禍における物価高騰を踏まえ、家庭におけるエネルギー費

用負担の軽減を図るため、断熱窓の設置に係る費用を補助すること

で、省エネ対策の促進による支援を行った。

R5.4～R6.3 6,256,000 3,128,000

58件の補助を行うことで、区内公衆浴場運営事業者の安定した経

営継続を支援することができた。

●対応率　100.0％（実施件数58件／必要件数58件）

15 重点交付金 学務課 学校給食費物価高騰対応事業

コロナ禍における学校給食食材費の高騰を踏まえ、価格高騰分を公

費で負担することにより、安心安全かつ栄養価が確保された給食の

提供を維持した。

R5.4～R6.3 44,049,790 22,024,895

30件の補助を行うことで、安心安全かつ栄養価が確保された給食

の提供を維持した。

●対応率　100.0％（実施件数30件／必要件数30件）

16 重点交付金 経済課 キャッシュレス決済ポイント還元事業（第１弾）

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰対策とし

て、文京区商店街連合会がキャッシュレス決済事業者と連携して実

施するキャッシュレス決済ポイント還元事業に対し補助金を交付す

ることにより、消費者の負担を軽減した。

R5.8～R6.3 77,346,867 76,562,561

77,346千円分ポイントを付与することにより、エネルギー・食料

品価格等の物価高騰による消費者の負担を軽減することができ

た。

●支給率　100.0%（実績額77,346千円／想定額77,346千円）

合計 1,515,889,120 1,270,233,000

＊各事業の経費は、実績報告書を国へ提出した時点での数値であり、実際の金額と異なる場合があります。

＊内閣府が公表する本区の実施計画書に掲載されている事業のうち、他の特定財源が歳入されたなどの理由で、臨時交付金の充当を行わなかった事業については掲載していません。


